
２．職員一人当たり業務純益・粗利経費率【単体】２．職員一人当たり業務純益・粗利経費率【単体】２．職員一人当たり業務純益・粗利経費率【単体】２．職員一人当たり業務純益・粗利経費率【単体】 （百万円、％）

１２年中間期１２年中間期１２年中間期１２年中間期 11年中間期比 １１年中間期１１年中間期１１年中間期１１年中間期
(１) 業務純益(一般貸倒繰入前) 203,597  ▲ 1,422  205,019  

職員一人当たり（千円） 15,613  ＋ 878  14,735  
(２) 業　　務　　純　　益 331,455  ＋131,167  200,288  

職員一人当たり（千円） 25,418  ＋11,023  14,395  
(３) 業務純益 204,435  ▲ 2,272  206,707  

職員一人当たり（千円） 15,677  ＋ 820  14,857  

粗　　利　　経　　費　　率 43.8  △ 0.6  44.4  

(注） 職員には、取締役を兼務しない執行役員を含み、臨時雇員、嘱託及び出向者を除いております。
職員一人当たり算出の職員数は、平均人員数。
粗利経費率 ＝ 経費(除く臨時処理分) ÷ 業務粗利益(除く債券５勘定尻)

３．国内利鞘【単体】３．国内利鞘【単体】３．国内利鞘【単体】３．国内利鞘【単体】 （％）

１２年中間期１２年中間期１２年中間期１２年中間期 11年中間期比 １１年中間期１１年中間期１１年中間期１１年中間期
(１) 資 金 運 用 利 回 (Ａ) 1.62   ▲ 0.65   2.27   
※※※※ 収益･費用の計上基準変更影響勘案後 ( 1.62)  (▲ 0.24)  ( 1.86)  
(イ)貸 出 金 利 回 1.89   ▲ 0.04   1.93   
(ロ)有 価 証 券 利 回 0.89   ▲ 0.67   1.56   

(２) 資 金 調 達 原 価 (Ｂ) 1.04   △ 0.61   1.65   
※※※※ 収益･費用の計上基準変更影響勘案後 ( 1.04)  (△ 0.16)  ( 1.20)  
資　金　調　達　利　回 0.25   △ 0.54   0.79   

※※※※ 収益･費用の計上基準変更影響勘案後 ( 0.25)  (△ 0.09)  ( 0.34)  
(イ)預 金 等 利 回 0.16   △ 0.04   0.20   
(ロ)外 部 負 債 利 回 0.39   △ 0.27   0.66   
経　　　　費　　　　率 0.79   △ 0.07   0.86   

(３) 総資金利鞘総資金利鞘総資金利鞘総資金利鞘 (Ａ)－(Ｂ) 0.58   ▲ 0.04   0.62   
※※※※ 収益･費用の計上基準変更影響勘案後 ( 0.58)  (▲ 0.08)  ( 0.66)  

※※※※ 金融商品に係る会計基準の適用に伴い、金利ｽﾜｯﾌﾟ利息等の収益・費用について当中間期より
従来の総額表示から純額表示に変更したことによる影響を勘案したもの。（11年中間期を純額
ベースに読み替え）

４．有価証券関係損益【単体】４．有価証券関係損益【単体】４．有価証券関係損益【単体】４．有価証券関係損益【単体】 （百万円）

１２年中間期１２年中間期１２年中間期１２年中間期 11年中間期比 １１年中間期１１年中間期１１年中間期１１年中間期
国債等債券損益国債等債券損益国債等債券損益国債等債券損益（５勘定尻） ▲ 838  ＋ 850  ▲ 1,688  
売 却 益 7,404  ▲15,550  22,954  
償 還 益 －    ▲ 2,195  2,195  
売 却 損 ▲ 8,024  ＋ 9,783  ▲ 17,807  
償 還 損 －    ＋ 8,984  ▲ 8,984  
償 却 ▲ 219  ▲ 173  ▲ 46  

株 式 等 損 益株 式 等 損 益株 式 等 損 益株 式 等 損 益（３勘定尻） 139,524  ＋53,148  86,376  
売 却 益 157,310  ＋53,167  104,143  
売 却 損 ▲ 7,181  ＋ 1,011  ▲ 8,192  
償 却 ▲ 10,604  ▲ 1,029  ▲ 9,575  

（一般貸倒繰入前・
　除く国債等債券損益）


